
認知症地域支援推進員・認知症初期集中支援推進事業

認知症の人とその家族が
あんしんして暮らせる街づくり
　認知症地域支援推進員は、認知症になっても安心して暮らせるよう、認知症に
関する相談や支援などに取り組んでいます。
　お住まいの地域を担当する「地域包括支援センター」に、お気軽にご相談くだ
さい。

●認知症の人とその家族の相談、支援、地域で支える仕組みづくり
●病院や介護施設、地域にある様々な支援団体との連携の推進
●認知症の知識の理解、普及を目的とした認知症サポーター養成講
座の開催（無料）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

認知症地域支援推進員

業務内容

担当地域包括支援センター問い合わせ先

日常生活自立支援事業・成年後見制度

高齢者の権利を守るために
　認知症等で判断能力が不十分な高齢者に対し、介護サービス等を利用するため
のお手伝いや日常的な金銭管理等を行うことで、地域で自立した生活を送ること
を支援するものです。

●専門員、生活支援員の派遣によるサービス…1,100円（1時間あたり)
●書類などの預かりサービス…金融機関の貸金庫利用の場合　500円（1か月）

日常生活自立支援事業

利用料

●介護サービス等の利用援助サービス　　　　　　　　　　
　介護サービス等の利用（中止）や利用料支払いなどの手続き
●日常的金銭管理サービス
　年金受領や税金等支払い、預貯金の預け入れ（払い戻し）などの
手続き
●書類等の預かりサービス
　年金証書、預貯金通帳、実印、銀行印、保険証書など

サービスの内容

　認知症等で判断能力が不十分となり、介護
サービスの利用等や、ふだん使うお金の管理
が一人の判断で適切に行うことが困難な人。
（ただし、この事業の内容や契約内容について、
相応の理解力を有していると認められること
が必要です。）

対象者

社会福祉協議会問い合わせ先

　認知症は早く気づいて「早期診断」「早期対応」
をすることが大切です。

●認知症初期集中支援チーム員による認知症に関する不安や悩みご
となどへの支援
●認知症に関する情報の提供や、医療機関への受診方法、介護保険
サービスの利用やその効果に関する説明など

認知症初期集中支援推進事業

業務内容

　ひたちなか市で在宅生活をされている40歳以上の人で、認知症の
心配があり、医療や介護等の支援を必要としている人

対象者

担当地域包括支援センター、高齢福祉課問い合わせ先

※チーム員は、認知症専門医と保健師や認知症地域支援推進員（医療・介
護の専門職）で構成されています。

※利用にあたっては、担当の専門員が調査等を行い、具体的な支援計画の
作成、契約書を取り交わした後、生活支援員が必要なサービスを提供し
ていきます。

※概ね6か月を目安に適切な医療や介護サービスが受けられるよう、集中的に支援を行います。

★認知症初期集中支援の流れ
「地域包括
支援センター」
に相談

チーム員より
家庭訪問等

病院受診や
介護保険等
サポート

地域包括支援センターや
ケアマネジャー等から
継続支援を受ける
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　認知症高齢者など判断能力が不十分な人を保護、支援するために、家庭裁判所
が後見人等を選任し、選任された後見人等が財産管理や身上監護（介護サービス
利用など生活に配慮すること）についての契約等の法律行為を本人に代わって行
います。

本人の判断能力が不十分になったときに、本人が結んでい
た任意後見契約に従って任意後見人が本人を援助します。
(家庭裁判所が任意後見監督人を選任後）

本人と任意後見受任者とで公正証書により契約を締結し、
公証人が任意後見登記の嘱託をします。

社会福祉協議会、担当地域包括支援センター、高齢福祉課
法定後見に関しては
　水戸家庭裁判所　　☎029-224-8513
任意後見に関しては
　水戸合同公証役場　☎029-221-8758

成年後見制度

問い合わせ先

※後見等の申立ては、原則本人、配偶者、四親等以内の親族が行いますが、身寄りのない人な
ど親族による申立てが困難な人は、市長が代わって後見等の申立てを行うこともできます。
※申立て費用については申立て人の財産から、後見人等に対する報酬については原則本人の財
産から支払われることになります。

認知症等により判断能力を欠くのが通常の状態にある人

認知症等により判断能力が著しく不十分な人

認知症等により判断能力が不十分な人

後　見

保　佐

補　助

任意後見

契約の
手続き

後見等の種類

法
定
後
見

任
意
後
見

対象となる人 手続先

対象となる人
の居住地の
家庭裁判所

公証役場

その他の福祉サービス

介護保険以外の関連サービス

　介護方法などの講習会を行います。

高齢福祉課問い合わせ先

介護方法などを学ぶために
●介護教室

　70歳以上のひとり暮らし高齢者で健康状態や身体状況に不安を抱えている方、
または重度障がい者等に対して、体調の急変時等にボタンを押すことにより事業
者が運営するコールセンターにつながる「ペンダント型無線発信機」を含む端末
機を貸与します。なお、申請時には、原則1名以上の緊急連絡先（親族等）の登
録が必要です。

ひとり暮らしの高齢者を支えるために
●緊急通報システム

　70歳以上のひとり暮らし、または高齢者のみの世帯で、健康保持や安否の確
認が必要な場合に、平日の希望する曜日（週3日以上）に夕食を配達します。
（1食あたり自己負担額：普通食400円、塩分制限食500円)
※愛の定期便との同時利用はできません。

●配食サービス

高齢者のためのサービス

　65歳以上のひとり暮らしで、電話を保有していない所得税非課税世帯の人に無料
で電話加入権を貸与し、安否の確認や相談に応じるとともに、基本料金を助成する
サービスです。

●福祉電話の貸与

　70歳以上のひとり暮らしの人及び60歳以上の心身機能に障害のあるひとり暮らし
の人で、安否の確認や健康の保持が必要な場合に、乳製品を定期的に配付します。
※配食サービスとの同時利用はできません。

●愛の定期便

高齢福祉課問い合わせ先
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